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"論 11

i説
行
政
官
庁
に
よ
る
経
済
的
解
雇
の

承
認
と
司
法
裁
判
所
の
審
査
権

l
lフ
ラ
ン
ス
法
に
お
け
る
整
理
解
雇
規
制
の
手
続
法
的
側
面
に
対
す
る
一
考
察
|
|

保

喜

原

夫

問
題
の
所
在

一
九
七

0
年
代
は
、
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
の
多
く
の
国
々
に
お
い
て
、
労
働
者
の
解
雇
に
対
す
る
法
的
規
制
に
つ
い
て
、
大
き
な
変
革
が
み
ら
れ

た
時
期
で
あ
っ
た
。
と
り
わ
け
フ
ラ
ン
ス
に
お
い
て
は
、
個
別
的
解
雇
に
関
す
る
一
九
七
三
年
法
、
経
済
的
解
雇
に
関
す
る
一
九
七
五
年

法
、
労
働
審
判
所
制
度
の
改
正
に
関
す
る
一
九
七
九
年
法
と
解
雇
関
連
立
法
が
相
次
ぎ
、
解
雇
の
規
制
に
関
す
る
法
に
つ
い
て
際
立
っ
た
変

化
が
み
ら
れ
た
(
こ
の
ほ
か
「
期
間
の
定
め
の
あ
る
労
働
契
約
に
関
す
る
-
九
七
九
年
-
月
三
日
の
法
律
」
も
、
短
期
労
働
契
約
の
反
復
吏

北法31(3-4・E・153)1539



説

新
の
禁
止
等
を
通
じ
て
労
働
者
の
雇
用
上
の
地
位
の
安
定
を
側
面
か
ら
図
ら
ん
と
す
る
も
の
で
あ
る
が
、
本
稿
の
対
象
と
は
し
な
い
〉
。

フ
ラ
ン
ス
で
は
、
右
の
一
連
の
解
雇
関
係
立
法
を
契
機
に
、
立
法
の
規
定
の
意
味
が
重
要
な
部
分
で
不
明
確
な
箇
所
が
少
な
く
な
く
、
ま

た
立
法
相
互
間
の
論
理
的
整
合
性
を
見
出
す
こ
と
が
必
ず
し
も
容
易
で
な
い
こ
と
等
の
故
に
、
い
く
つ
か
の
論
点
に
つ
い
て
学
説
、
判
例
の

激
し
い
対
立
が
生
じ
、
八

0
年
代
に
入
っ
た
今
日
で
も
、
そ
の
結
着
を
み
て
い
な
い
。
こ
の
種
の
解
雇
規
制
は
、
企
業
に
対
し
て
、
解
雇
の

困
難
を
予
め
回
避
し
よ
う
と
し
て
労
働
者
の
採
用
を
差
控
え
さ
せ
か
え
っ
て
失
業
を
増
大
さ
せ
る
機
能
を
営
む
こ
と
に
な
っ
て
い
る
の
で
は

論

な
い
か
J

と
い
う
根
本
的
な
経
済
学
上
の
聞
い
が
発
せ
ら
れ
て
い
る
が
、
法
解
釈
の
面
で
も
、
経
済
的
解
雇
と
は
何
か
そ
の
定
義
如
何
、
行
政

一
九
七
五
年
法
に
お
け
る
手
続
と
は
別
に
経

官
庁
に
よ
る
解
雇
承
認
が
行
政
訴
訟
で
取
消
さ
れ
た
場
合
の
解
雇
に
対
す
る
法
的
効
果
如
何
、

済
的
事
由
i

に
よ
る
解
雇
に
つ
き
裁
判
上
の
解
除
が
認
め
ら
れ
る
か
、
等
々
の
難
聞
が
続
出
し
た
。
本
稿
の
課
題
は
、
行
政
権
に
よ
っ
て
経
済

的
解
雇
と
じ
て
承
認
さ
れ
た
場
合
に
労
働
者
は
事
後
に
当
該
解
雇
に
つ
き
司
法
裁
判
所
に
よ
る
救
済
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
る
か
、
と
い
う

問
題
で
あ
る
が
、
こ
の
問
題
は
、
右
に
あ
げ
た
い
く
つ
か
の
難
問
に
比
べ
て
も
、
よ
り
多
く
の
論
文
で
取
上
げ
ら
れ
、
ま
た
裁
判
に
お
い
て

も
最
も
ホ
ッ
ト
な
議
論
の
対
象
と
な
っ
た
も
の
で
あ
る
と
い
う
こ
と
が
で
き
る
。

本
論
に
入
」
石
前
に
、

「
経
済
的
解
雇
」
の
概
念
に
つ
い
て
ひ
と
こ
と
だ
け
述
べ
て
お
き
た
い
o

Q
芯巾ロロ
5
5
0ロ
Z
匂

O
E円

2
5白
血

gロ
0
5
5
C同
じ
で
あ
る
が
、

一
九
七
五
年
法
で
は
、
正
確
に
は
「
経
済

フ
ラ
ン
ス
で
も
一
般
に
こ
れ
は
「
経
済
的
解
雇
」

「
景
気
ま
た
は
企
業
構
成
に
か
か

的
事
由
に
よ
る
解
雇
」

Q
2
5
-
m
s
g
z
r
oロ
O
B
J
5
6
と
呼
ば
れ
て
い
る
。
こ
の
経
済
的
解
雇
は
、
右
の
法
律
に
よ
っ
て
、

わ
る
経
済
的
理
由
」
に
よ
る
解
雇
で
あ
る
と
定
義
さ
れ
て
お
り
、
そ
の
内
容
の
詳
細
に
つ
い
て
は
学
説
判
例
上
の
争
い
が
あ
る
が
、

一
九
七

五
年
法
に
関
し
で
こ
れ
ま
で
公
刊
さ
れ
た
ほ
と
ん
ど
唯
一
の
単
行
本
の
著
者
で
あ
る
J
・
ぺ
リ
シ
エ
教
授
は
、
経
済
的
解
雇
の
要
素
と
し

て
、
①
経
済
的
理
由
は
必
ず
し
も
使
用
者
の
意
思
か
ら
独
立
し
た
外
部
的
事
情
に
は
限
ら
れ
な
い
、
②
雇
用
の
廃
止
ハ
該
当
部
門
の
人
員
縮

小
)
は
必
要
条
件
で
あ
る
が
、
③
企
業
財
政
の
悪
化
は
必
要
条
件
で
は
な
い
、
を
挙
げ
て
い
幻
自
学
説
判
例
の
大
勢
も
こ
の
よ
う
な
解
釈
を

北法31(3-4・II'154) 1540 



支
持
し
て
お
り
、
行
政
解
釈
は
そ
の
例
と
し
て
、

営
業
譲
渡
」
を
挙
げ
る
。
注
目
す
べ
き
は
、
企
業
経
営
の
困
難
、
企
業
財
政
の
悪
化
は
必
要
条
件
と
は
さ
れ
て
お
ら
ず
、
い
わ
ゆ
る
合
理
化

を
も
含
み
う
る
こ
と
で
あ
っ
て
、
こ
の
点
で
、
わ
が
国
で
一
般
に
用
い
ら
れ
て
い
る
整
理
解
雇
の
概
念
よ
り
は
、
フ
ラ
ン
ス
法
の
経
済
的
解

「
経
済
的
解
雇
」
に
日
本
流
の
整
理
解
雇
の
訳
詩
を
あ
て
ず
、
熟
さ

「
受
注
の
減
少
、
財
政
困
難
、
技
術
の
消
滅
、
企
業
集
中
ま
た
は
専
門
技
術
化
の
実
施
、

雇
の
そ
れ
は
か
な
り
広
い
も
の
と
思
わ
れ
る
。
こ
の
よ
う
な
次
第
で
、

な
い
言
葉
で
は
あ
る
が
直
訳
を
し
た
次
第
で
あ
る
。

行政官庁による経済的解雇の承認と司法裁判所の審査権

一
九
七
五
年
法
は
、
使
用
者
が
経
済
的
解
雇
を
行
お
う
と
す
る
と
き
は
事
前
に
行
政
官
庁
の
承
認
を
受
け
な
け

れ
ば
な
ら
な
い
旨
を
定
め
た
こ
と
か
ら
、
行
政
官
庁
の
承
認
を
受
け
た
経
済
的
解
雇
に
対
し
て
司
法
裁
判
所
の
審
査
権
が
及
ぶ
か
、
及
ぶ
と

す
れ
ば
そ
の
範
囲
お
よ
び
対
象
は
何
か
、
が
問
題
と
な
り
、
こ
の
問
題
に
答
え
る
た
め
に
は
、
そ
も
そ
も
行
政
官
庁
の
事
前
承
認
手
続
の
対

象
は
何
か
、
ま
た
行
政
裁
判
所
の
審
査
権
の
範
囲
お
よ
び
対
象
は
何
か
、
も
間
わ
れ
る
こ
と
に
な
る
。
本
稿
は
、
手
続
法
的
な
観
点
か
ら
、

そ
こ
で
本
題
に
入
る
と
、

右
の
問
題
を
検
討
し
よ
う
と
す
る
も
の
で
あ
る
。
ま
ず
関
係
す
る
立
法
の
規
定
か
ら
み
て
行
く
こ
と
に
し
よ
う
。

ω
個
別
的
解
雇
の
規
制

「
期
間
の
定
め
の
な
い
労
働
契
約
の
解
約
告
知
に
関
す
る
一
九
七
三
年
七
月
一
三
日
の
法
律
」
に
よ
っ
て
、

次
の
よ
う
な
定
め
が
な
さ
れ
た
〔
労
働
法
典
L
三
三
条
の
)
四
の
一
以
甘
い
。

①
書
面
に
よ
る
請
求
が
あ
っ
た
場
合
に
は
、
使
用
者
は
解
雇
の
「
真
実
か
つ
重
大
な
事
由
」
(
ロ
2
8
弘
巳

-mm
仲間生
2
m
m
)
を
労
働
者
に

告
げ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

②
争
い
が
あ
る
場
合
に
は
、
司
法
裁
判
所
が
こ
の
真
実
か
つ
重
大
な
事
由
を
評
価
し
、
裁
判
所
が
こ
の
事
由
を
欠
く
と
判
断
し
た
と
き

は
、
「
復
職
の
提
案
」
を
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

@
当
事
者
の
一
方
が
復
職
の
提
案
を
拒
絶
し
た
と
き
は
、
少
く
と
も
最
後
の
六
箇
月
の
賃
金
に
相
当
す
る
額
の
解
雇
手
当
の
支
払
い
を
命

じ
る
。

北法31(3-4・n.155)1541 



説

@
、
①
と
③
の
規
定
は
集
団
的
経
済
的
解
雇
に
は
適
用
さ
れ
な
い
。

一
九
七
三
年
法
以
前
に
は
、
解
雇
の
自
由
の
法
理
が
貫
徹
し
、
使
用
者
に
解
雇
に
つ
き
過
失
が
あ
っ
た
場
合
に
の
み
、
解
雇
権
の
濫
用
と

E命

し
て
、
若
干
の
損
害
賠
償
が
支
払
わ
れ
る
に
過
ぎ
な
か
っ
た
の
で
あ
り
、
こ
の
法
律
に
よ
り
解
雇
が
相
当
程
度
規
制
さ
れ
る
こ
と
に
な
っ

fこたす
O~ ('ロ)

「
経
済
的
事
由
に
よ
る
解
雇
に
関
す
る
一
九
七
五
年
一
月
三
日
の
法
律
」
は
、
次
の
よ
う
な
手
続
を
定
め

経
済
的
解
雇
の
規
制

使
用
者
が
三

O
日
以
内
に
一

O
人
以
上
の
労
働
者
を
経
済
的
事
由
に
よ
り
解
雇
し
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
事
前
に
、
従

業
員
代
表
機
関
(
企
業
委
員
会
ま
た
は
従
業
員
代
表
委
員
〉
に
必
要
な
情
報
を
与
え
て
諮
問
し
た
後
、
被
解
雇
者
の
氏
名
を
特
定
し
て
行
政

官
庁
(
県
労
働
局
長
ま
た
は
そ
の
委
任
を
受
け
た
労
働
監
督
官
等
)
の
承
認
を
受
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
行
政
官
庁
は
、
右
の
諮
問
手
続

の
履
行
の
状
況
お
よ
び
使
用
者
が
当
該
解
雇
を
正
当
化
す
る
た
め
に
「
援
用
し
た
理
由
の
真
実
性
」

①
築
団
的
解
雇

(
宮
芯
m
w
-
吾
川
仏

2
5
0丘
町
田
宮
〈
O
門
官
官
)

を
検
真
し
(
芯
門
広
岡
市
円
)
、
三

O
日
以
内
に
承
認
ま
た
は
承
認
拒
絶
の
決
定
を
行
う
。

右
期
間
内
に
決
定
の
通
知
を
受
け
な
か
っ
た
使
用
者

は
、
承
認
の
決
定
が
あ
っ
た
も
の
と
み
な
す
こ
と
が
で
き
る
。

②
個
別
解
雇
(
集
団
的
以
外
の
解
雇
)

個
別
的
な
経
済
的
解
雇
を
し
よ
う
と
す
る
使
用
者
は
、
事
前
に
行
政
官
庁
の
承
認
を
受
け
な
け

行
政
官
庁
は
、
七
日
以
内
に
(
こ
の
期
間
は
一
回
だ
け
更
新
可
能
)
、

(4b円5
2
F
広
島
広
含

g
o
E
b
n
oロ
O
B
Z
5
5
5
3
C
3、
承
認
ま
た
は
承
認
拒
絶
の
決
定
を
行
う
。
期
間
経
過
の
効
力
は
集
団
的
解
雇

れ
ば
な
ら
な
い
。

「
援
用
し
た
経
済
的
理
由
の
真
実
性
を
検
真
し
」

の
そ
れ
と
同
じ
で
あ
る
。

③
行
政
官
庁
の
事
前
の
承
認
な
し
に
経
済
的
解
雇
を
行
っ
た
使
用
者
に
は
罰
金
刑
が
科
せ
ら
れ
る
ほ
か
、
被
解
雇
者
の
請
求
に
よ
り
、
法

令
・
協
約
に
定
め
る
手
当
と
は
別
に
、
解
雇
権
の
濫
用
を
理
由
と
す
る
損
害
賠
償
の
支
払
い
が
命
じ
ら
れ
る
。
こ
の
場
合
、
裁
判
所
は
骨
骨

北法31(3-4・II-156) 1542 



の
勧
告
を
当
事
者
双
方
に
対
し
て
す
る
こ
と
が
で
き
る
か
議
論
が
あ
る
が
、
大
勢
は
否
定
的
で
あ
る
。

一
九
七
五
年
法
は
、
労
働
者
の
経
済
的
解
雇
を
で
き
る
だ
け
避
け
る
た
め
こ
れ
を
行
政
官
庁
の
事
前
審
査
に
服
さ
せ
る
と
と
も
に
、
経
済

的
解
雇
が
や
む
を
え
な
い
場
合
に
は
行
政
官
庁
の
承
認
を
条
件
と
し
て
、
一
九
七
四
年
一

O
月
に
成
立
し
た
全
国
統
一
協
約
に
よ
る
「
附
加

的
求
職
者
手
当
」
を
被
解
一
居
者
に
給
付
す
る
み
ち
を
開
く
も
の
で
あ
っ
た
(
こ
の
協
約
に
よ
り
、
失
業
後
最
長
一
年
間
従
前
の
賃
金
の
九

O

%
程
度
が
保
障
さ
れ
る
)
。

一
九
七
三
年
法
と
一
九
七
五
年
法
が
右
の
よ
う
な
規
定
を
設
け
た
結
果
、
次
の
よ
う
な
問
題
が
生
じ
た
。
す
な
わ
ち
、
規
定
の
文
理
解
釈

行政官庁による経済的解雇の承認と司法裁判所の審査権

か
ら
、
経
済
的
解
雇
の
う
ち
の
個
別
的
解
雇
-
に
つ
い
て
は
、
行
政
官
庁
が
事
前
審
査
権
を
も
ち
、
当
該
解
雇
に
つ
い
て
使
用
者
が
援
用
し
た

経
済
的
理
由
が
真
実
で
あ
る
か
を
審
査
し
て
承
認
、
不
承
認
の
決
定
を
な
す
べ
き
こ
と
に
な
り
、
そ
の
決
定
の
違
法
を
争
う
訴
訟
は
行
政
裁

判
所
の
管
轄
に
属
す
る
こ
と
に
な
る
が
、
労
働
契
約
に
関
す
る
紛
争
の
普
通
裁
判
所
で
あ
る
労
働
審
判
所
も
、
事
後
的
に
当
該
解
雇
の
「
真

実
か
つ
重
大
な
事
由
」
を
審
査
す
る
権
限
を
留
保
し
て
い
る
こ
と
に
な
る
。
こ
の
場
合
、
労
働
審
判
所
は
行
政
官
庁
に
よ
っ
て
承
認
さ
れ
た

解
雇
を
民
事
法
上
違
法
と
す
る
こ
と
が
で
き
る
の
か
、
と
い
う
問
題
が
提
起
さ
れ
る
こ
と
に
な
る
。
こ
れ
を
肯
定
す
れ
ば
、
権
力
分
立
の
原

則
に
抵
触
す
る
お
そ
れ
が
あ
り
、
ま
た
こ
れ
を
否
定
す
れ
ば
、
労
働
者
の
解
雇
に
対
す
る
司
法
的
救
済
を
否
認
す
る
こ
と
に
な
り
か
ね
な

い
。
し
か
し
て
こ
の
問
題
は
、
そ
も
そ
も
行
政
官
庁
の
事
前
審
査
権
の
対
象
お
よ
び
範
囲
は
何
か
、
し
た
が
っ
て
ま
た
行
政
裁
判
所
の
そ
れ

は
何
か
、
と
い
う
問
に
遡
る
こ
と
に
な
る
。
し
か
し
て
、
こ
れ
ら
の
問
題
を
め
ぐ
っ
て
学
説
が
展
開
さ
れ
、
判
例
が
現
れ
た
。
破
段
院
は
、

(
6〉

学
説
の
大
勢
と
は
反
対
に
、
個
別
的
な
経
済
的
解
雇
に
対
す
る
司
法
裁
判
所
の
実
質
的
な
審
査
権
を
否
定
す
る
態
度
を
示
し
た
。
こ
の
判
例

に
は
か
な
り
の
批
判
が
あ
っ
た
。
こ
の
批
判
は
労
働
審
判
所
制
度
の
改
正
作
業
を
行
う
一
九
七
八
年
の
国
会
に
お
い
て
、
修
正
案
と
し
て
現

れ
た
。
当
初
の
政
府
原
案
に
は
、
労
働
審
判
所
の
管
轄
権
と
の
関
係
で
経
済
的
解
雇
に
関
す
る
明
文
の
規
定
は
な
か
っ
た
が
、
参
議
院
に
提

出
さ
れ
た
修
正
案
に
政
府
も
賛
成
し
て
、
次
の
よ
う
な
条
文
が
設
け
ら
れ
た
。
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説

労
働
審
判
所
に
関
す
る
労
働
法
典
第
五
編
第
一
部
の
規
定
を
改
正
す
る
一
九
七
九
年
一
月
一
八
日
の
法
律

労
働
審
判
所
の
審
査
権

に
よ
り
左
の
規
定
が
な
さ
れ
た
。

や守

論

労
働
法
典
L
五
一
一
条
の
一
第
三
項

L
三
一
二
条
の
九
第
二
項
に
掲
げ
る
解
雇
ハ
個
別
的
経
済
的
解
雇
|
|
筆
者
注
〉
に
関
す
る
訴

訟
は
、
労
働
審
判
所
の
権
限
に
属
す
る
。
た
だ
し
、
訴
訟
の
結
末
が
行
政
官
庁
の
明
示
ま
た
は
黙
示
の
決
定
の
適
法
性
の
評
価
に
か
か
わ

る
と
き
は
、
労
働
審
判
所
は
、
裁
判
を
停
止
し
て
、
管
轄
行
政
裁
判
所
に
提
訴
す
る
。
行
政
裁
判
所
は
一
箇
月
の
期
間
内
に
裁
判
す
る
。

そ
の
期
聞
が
経
過
し
た
と
き
に
判
決
が
下
さ
れ
て
い
な
い
と
き
は
、
訴
訟
は
コ
ン
セ
イ
ユ
・
デ
タ
に
移
送
さ
れ
、
コ
ン
セ
イ
ユ
・
デ
タ
は

緊
急
手
続
に
よ
っ
て
裁
判
を
行
う
。

し
か
し
、
右
の
規
定
に
よ
っ
て
問
題
が
解
決
さ
れ
た
わ
け
で
は
な
か
っ
た
。
個
別
的
経
済
的
解
雇
を
さ
れ
た
労
働
者
が
当
該
解
雇
が
一
九

七
三
年
、
法
に
違
反
す
る
こ
と
を
主
張
し
て
労
働
審
判
所
に
救
済
を
求
め
た
場
合
に
、
審
判
所
は
い
か
な
る
裁
判
を
求
め
て
行
政
裁
判
所
の
判

断
を
仰
ぐ
の
か
。
す
な
わ
ち
、
行
政
裁
判
所
が
実
質
審
査
を
行
い
、
か
つ
個
々
の
被
解
雇
者
と
の
関
係
で
解
雇
の
個
別
的
相
当
性
に
ま
で
判

断
を
及
ぼ
す
こ
と
に
な
る
の
か
、
も
し
そ
う
だ
と
す
れ
ば
、
第
一
次
の
処
分
庁
で
あ
る
行
政
官
庁
が
右
の
よ
う
な
内
容
お
よ
び
程
度
の
判
断

か
り
に
そ
う
だ
と
す
れ
ば
、
行
政
裁
判
所
か
ら
事
件
が
戻
っ
て
き
た
と
き
に
、
労
働
審
判
所
が
判
断

を
な
す
べ
き
こ
と
を
意
味
す
る
の
か
、

ず
べ
き
も
の
と
し
て
残
さ
れ
て
い
る
も
の
は
何
か
、
等
々
。

な
お
、
こ
の
ほ
か
、
右
の
問
題
と
の
関
連
で
、

一
九
七
九
年
法
が
、
集
団
的
な
経
済
的
解
雇
を
全
面
的
に
労
働
審
判
所
の
管
轄
外
と
し
た

こ
と
に
も
、
批
判
が
あ
る
。
解
雇
事
件
は
、
ス
ト
ラ
イ
キ
や
ロ
ッ
ク
・
ア
ウ
ト
の
事
件
と
異
な
り
、
集
団
的
解
雇
と
い
え
ど
も
、
本
来
的
に

労
働
者
個
々
人
に
か
か
わ
る
個
別
的
事
件
と
し
て
の
性
質
を
も
つ
も
の
と
芳
え
ら
れ
る
か
ら
で
あ
る
。
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行政官庁による経済的解雇の承認と司法裁判所の審査権

〈

1
〉
]
和
田
昌
司
恥
医
師
由
日

2・
戸
骨
回
C
E
4和
由
巳
仏
門

O
U
円
四
ロ
ピ
円
相
ロ
ロ
円
相

g
oロ
同

(
H
U
J
ミ
Y
同
y
M
ω

又白・

(

2

)

の可
2
-
a
S
S
E
-∞H
b
z
m
-
r
ι
E
N

」巳

--o円同由一
刊
印
・

N
0
・

ハ
3
〉
一
九
七
三
年
法
の
条
文
お
よ
び
問
題
点
に
つ
い
て
は
左
の
文
献
参
照
。
保
原
「
フ
ラ
ン
ス
の
解
雇
の
法
理
に
関
す
る
一
考
察
」
日
本
労
働
協
会
雑
誌

-
八
九
号
(
一
九
七
四
年
一
二
月
)
。

(

4

)

一
九
七
五
年
法
の
概
略
に
つ
い
て
は
左
の
文
献
参
照
。
保
原
「
フ
ラ
ン
ス
法
に
お
け
る
経
済
的
理
由
に
よ
る
解
雇
の
規
制
」
季
刊
労
働
法
一
一
一
二
号

三
九
七
九
年
秋
〉
。

(

5

)

附
加
的
求
職
者
手
当
に
関
す
る
全
国
統
一
協
約
に
つ
い
て
は
左
の
文
献
参
照
。
山
口
浩
一
郎
「
フ
ラ
ン
ス
の
附
加
的
求
職
者
手
当
」
日
本
労
働
協
会

雑
誌
)
九
五
号
。

(6)ωon--H2
な
4
・

5
∞-
p
o
x
F
n
E
〈

U
『・

ω宮
)
広
言
・

S
H己
主
・

判
例
学
説
の
展
開
と
論
争
の
進
展

議
論
は
一
九
七
五
年
法
の
制
定
と
と
も
に
始
っ
た
。
当
代
フ
ラ
ン
ス
に
お
け
る
社
会
法
の
第
一
人
者
で
あ
る

J
・
J
・
デ
ュ
ペ
イ
ル
ウ
教

授
は
、
同
法
の
制
定
後
間
も
な
く
、

ル
モ

γ
ド
紙
上
で
、
こ
の
立
法
と
一
九
七
三
年
法
と
の
関
係
が
暖
昧
で
あ
る
と
し
て
、
早
く
も
問
題
を

提
起
し
た
。

「
こ
の
法
律
(
一
九
七
五
年
法
)
が
、

一
九
七
三
年
法
に
よ
っ
て
作
ら
れ
た
共
通
の
布
地
に
自
ら
の
名
前
を
登
録
し
て
、
後
者
ハ
一
九
七

三
年
・
法
)
の
規
定
と
結
合
す
る
こ
と
に
な
る
の
か
。
そ
れ
と
も
、
使
用
者
が
経
済
的
事
由
を
援
用
し
た
と
き
か
ら
直
ち
に
、
先
行
の
法
律
を

完
全
に
排
除
し
て
独
立
の
ブ
ロ
ツ
ク
を
構
成
す
る
こ
と
に
な
る
の
目
。

教
授
は
右
の
論
説
に
お
い
て
、
払
T
ム
ー
骨
骨
か
か
か
払
A

働
争
に
つ
い
て
、
行
政
機
関
に
よ
る
解
雇
の
不
承
認
の
決
定
が
あ
っ
た
場
合
に
使
用

者
は
も
は
や
雇
用
契
約
の
裁
判
上
の
解
除
(
民
法
典
一
八
一

O
条
)
を
求
め
て
司
法
裁
判
所
に
出
訴
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
、
と
し
た
ぺ
リ
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説

(
2
)
 

エ
事
件
に
対
す
る
-
九
七
四
年
の
破
襲
院
合
同
部
判
決
を
引
用
し
て
、
解
雇
事
件
に
関
す
る
行
政
権
(
し
た
が
っ
て
行
政
裁
判
所
〉
と
司
法

裁
判
所
の
相
互
不
介
入
の
原
則
の
強
化
の
傾
向
を
示
唆
し
、
一
九
七
五
年
法
に
よ
る
経
済
的
解
雇
が
、
個
別
解
雇
に
つ
い
て
も
、
実
質
的
に

司
法
裁
判
所
の
救
済
を
受
け
ら
れ
な
く
な
る
お
そ
れ
が
あ
る
と
警
告
し
た
の
で
あ
っ
た
。
フ
ラ
ン
ス
で
は
、
企
業
委
員
会
委
員
、
従
業
員
代

表
委
員
等
の
身
分
保
障
の
あ
る
労
働
者
公
S
S
E
E
g
官
。
尽
な
る
を
解
雇
す
る
た
め
に
は
、
企
業
委
員
会
等
の
同
意
が
な
い
限
り
、
労

働
監
督
官
の
承
認
を
受
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
こ
と
に
な
っ
て
い
る
が
、
こ
の
二

O
数
年
の
問
、
破
段
院
は
、
行
政
官
庁
に
よ
る
承
認
が
な

論

い
解
雇
に
つ
い
て
も
、
裁
判
上
の
解
除
の
み
ち
を
聞
い
て
き
た
の
で
あ
っ
た
。
ペ
リ
エ
事
件
判
決
は
そ
の
判
例
を
変
更
し
た
も
の
で
あ
る
。

右
の
論
説
を
皮
切
り
に
、
行
政
権
に
よ
り
承
認
さ
れ
た
経
済
的
解
雇
、

と
く
に
個
別
的
解
雇
に
つ
き
司
法
裁
判
所
の
救
済
を
受
け
る
こ
と

が
で
き
る
か
の
論
争
が
展
開
さ
れ
る
こ
と
に
な
る
が
、
こ
の
問
題
を
検
討
す
る
た
め
に
は
、
そ
も
そ
も
行
政
官
庁
は
経
済
的
解
雇
の
何
を
審

査
す
る
の
か
、
そ
の
審
査
の
対
象
、
範
囲
お
よ
び
程
度
(
以
下
「
審
査
対
象
」
と
い
う
)
に
つ
い
て
考
察
し
て
お
か
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

行
政
権
の
審
査
が
、
事
実
の
確
認
的
な
形
式
審
査
に
止
ま
る
場
合
に
は
、
実
質
論
と
し
て
も
、
行
政
裁
判
所
に
だ
け
こ
の
問
題
を
委
せ
て
お

く
わ
け
に
は
行
か
な
い
、
と
い
う
結
論
が
導
か
れ
や
す
い
か
ら
で
あ
る
。

↓
行
政
官
庁
お
よ
び
行
政
裁
判
所
の
審
査
権

経
辞
的
解
雇
に
対
す
る
行
政
官
庁
の
審
査
対
象
が
何
で
あ
る
べ
き
か
は
、
経
済
的
解
雇
の
概
念
を
実
体
法
的
に
ど
う
把
握
す
る
か
に
も
大

き
く
左
右
さ
れ
る
も
の
で
あ
る
が
、
本
稿
で
は
こ
の
問
題
に
は
触
れ
ず
、
前
述
の
通
り
、

一
九
七
五
年
法
に
お
け
る
経
済
的
解
雇
は
企
業
財

政
の
悪
化
を
必
要
条
件
と
し
な
い
、
か
な
り
広
義
の
も
の
で
あ
る
と
い
う
見
解
が
有
力
で
あ
る
、
と
い
う
こ
と
を
確
認
す
る
に
止
め
る
。

そ
こ
で
、
経
済
的
解
雇
に
対
す
る
行
政
官
庁
の
審
査
対
象
を
手
続
法
的
に
み
る
と
、
明
文
の
規
定
と
し
て
は
、
使
用
者
が
主
張
し
た
「
経

済
的
理
由
の
真
実
性
を
検
真
す
る
」

(
4
8
b
2
U
忍
と
志
向
古

5
0
正
恥
no図。
B
S
5
)
と
い
う
文
言
が
存
在
す
る
の
み
で
あ
る
。
し
か
し

て、

一
九
七
五
年
法
の
立
法
当
初
は
、
行
政
官
庁
の
審
査
権
の
範
囲
は
、
使
用
者
が
主
張
し
た
事
実
の
確
認
、

つ
ま
り
、
端
的
に
い
え
ば
当
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該
解
雇
が
純
粋
に
企
業
経
営
上
の
必
要
に
よ
る
経
済
的
理
由
に
よ
る
も
の
で
、
労
働
者
の
思
想
や
組
合
活
動
を
理
由
と
す
る
差
別
待
遇
等
の

他
に
存
在
す
る
解
雇
の
真
の
理
由
の
か
く
れ
み
の
と
し
て
経
済
的
解
雇
の
口
実
が
用
い
ら
れ
て
い
る
も
の
で
は
な
い
か
ど
う
か
を
審
査
す
る

に
止
め
る
べ
き
で
あ
っ
て
、
企
業
の
経
営
状
態
を
実
質
審
査
し
て
当
該
労
働
者
の
解
雇
が
真
に
や
む
を
え
な
い
も
の
で
あ
る
か
ま
で
審
査
の

手
を
及
ぼ
す
べ
き
で
な
い
、
と
の
主
張
も
あ
っ
た
が
、
現
在
で
は
、
学
説
の
大
勢
は
右
後
者
の
点
ま
で
に
至
る
実
質
審
査
を
行
う
べ
し
と
の

方
向
に
か
た
ま
っ
て
い
る
と
い
う
こ
と
が
で
き
る
。

〈

3
)

ま
ず
形
式
審
査
や
む
な
し
と
の
理
由
を
み
る
と
、

J
・
ペ
リ
シ
エ
教
授
は
次
の
よ
う
に
述
べ
る
。

行政官庁による経済的解雇の承認と司法裁判所の審査権

一
九
七
五
年
法
施
行
の
た
め
の
労
働
省
通
達
は
、
解
雇
の
経
済
的
理
由
の
「
真
実
性
を
検
真
す
る
こ
と
、
す
な
わ
ち
そ
れ
は
、

解
雇
を
正
当
化
す
る
た
め
に
援
用
さ
れ
た
理
由
の
存
在
、
を
検
真
す
る
こ
と
で
あ
る
」
と
述
べ
て
お
り
、
こ
の
通
達
は
、
企
業
が
直
面
し
て

い
る
経
済
的
問
題
に
解
雇
を
完
全
に
一
致
さ
せ
る
こ
と
を
想
定
し
て
い
な
い
。
こ
の
こ
と
は
、
本
件
通
達
が
、
企
業
内
の
従
業
員
代
表
機
関

へ
の
諮
問
手
続
を
行
政
官
庁
が
「
評
価
す
る
」
(
呂
田
肖
含
芯
る
と
い
う
表
現
を
用
い
て
い
る
の
に
対
し
て
、
解
雇
理
由
の
真
実
性
、
す
な
わ

ち
そ
の
存
在
を
「
検
真
ず
る
」
(
誌
と
5
る
と
い
う
用
語
を
用
い
て
い
る
こ
と
か
ら
も
明
ら
か
で
あ
る
。
第
二
に
、
一
九
七
三
年
法
に
基
づ

き
司
法
裁
判
所
が
有
す
る
解
雇
理
由
の
「
真
実
か
つ
重
大
な
性
格
」
を
評
価
す
る
権
能
を
一
九
七
五
年
法
は
、
行
政
権
に
対
し
て
授
与
し
て

こ、。

し
犬
し

第
一
に
、

こ
の
見
解
に
対
し
て
は
、
行
政
官
庁
は
解
雇
の
経
済
的
理
由
に
対
し
て
実
質
的
評
価
権
を
も
ち
、
単
に
使
用
者
の
主
張
し
た
経
済
的
事
実

の
形
式
的
確
認
に
止
る
こ
と
な
く
、
当
該
解
雇
が
実
質
的
に
理
由
が
あ
る
こ
と

(
E
Bら
o
E
6
ま
で
吟
味
す
べ
き
で
あ
る
と
の
批
判
が
多
く

の
学
説
に
よ
っ
て
な
さ
れ
て
い
る
が
、
本
稿
で
は
、
そ
れ
ら
の
批
判
の
総
ま
と
め
と
も
い
う
べ
き
P
・
ド
ン
ド
ウ
政
府
委
員
の
意
見
書
を
紹

(
5
V
 

介
す
る
の
が
適
当
で
あ
ろ
う
。
こ
の
意
見
書
は
、
あ
る
乳
業
協
同
組
合
の
合
理
化
に
伴
う
他
の
工
場
(
従
前
の
工
場
か
ら
約
六

0
キ
ロ
メ

l

へ
の
配
転
を
拒
否
し
た
九
人
の
労
働
者
が
行
政
官
庁
の
承
認
の
後
解
雇
さ
れ
た
事
案
に
つ
き
、
第
一
審
行
政
裁
判
所
が

ト
ル
離
れ
て
い
る
)
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こ
れ
ら
の
労
働
者
が
従
来
勤
務
し
て
い
た
工
場
で
は
当
時
残
業
が
行
わ
れ
て
お
り
本
件
解
雇
が
不
可
避
で
あ
っ
た
か
ど
う
か
行
政
官
庁
が
審

査
し
て
い
な
い
違
法
が
あ
る
と
し
て
右
決
定
を
取
消
し
た
判
決
を
下
し
、
コ
ン
セ
イ
ユ
・
デ
タ
に
持
込
ま
れ
た
事
件
に
お
い
て
、
提
出
さ
れ

論

た
も
の
で
あ
る
。
し
た
が
っ
て
、
こ
の
意
見
書
は
、
直
接
的
に
は
行
政
裁
判
所
の
審
査
対
象
に
つ
い
て
述
べ
た
も
の
で
あ
る
が
、
そ
れ
は
同

時
に
第
一
次
の
処
分
庁
で
あ
る
行
政
官
庁
の
審
査
対
象
に
も
論
及
し
た
も
の
で
あ
る
。
論
旨
は
次
の
通
り
で
あ
る
。

①
も
し
行
政
官
庁
の
審
査
対
象
が
、
使
用
者
が
主
張
す
る
経
済
的
事
実
の
形
式
的
確
認
に
止
る
と
す
れ
ば
、
ほ
と
ん
ど
す
べ
て
の
経
済
的

解
雇
に
つ
い
て
承
認
の
条
件
が
み
た
さ
れ
る
こ
と
に
な
る
。
解
雇
事
件
の
大
部
分
は
企
業
に
と
っ
て
は
経
済
的
理
由
を
も
つ
か
ら
で
あ
る
。

し
か
し
、

一
九
七
五
年
法
の
手
続
は
、
使
用
者
に
よ
る
単
な
る
届
出
で
は
な
く
、
承
認
の
権
能
に
か
か
わ
る
も
の
で
あ
る
。
②
自
由
社
会
の

倫
理
か
ら
、
企
業
が
行
う
労
働
者
の
採
用
や
解
雇
に
つ
き
行
政
権
が
実
質
的
な
介
入
を
す
る
こ
と
は
妥
当
で
な
い
と
い
う
見
解
も
あ
る
が
、

企
業
は
利
益
を
生
み
出
す
と
と
も
に
一
雇
用
を
創
出
配
分
す
る
も
の
で
あ
る
か
ら
、
労
働
者
の
解
雇
に
つ
き
自
由
社
会
の
倫
理
が
制
約
を
受
け

て
も
や
む
を
得
な
い
。
③
現
実
に
行
政
官
庁
は
実
質
審
査
を
し
て
い
る
。
こ
の
要
請
に
こ
た
え
る
た
め
五

O
の
県
労
働
局
で
ス
タ
ッ
フ
が
強

化
さ
れ
た
。

p
・
ド
ン
ド
ウ
委
員
は
、
こ
れ
に
加
え
て
、
行
政
裁
判
所
が
実
質
審
査
を
行
う
べ
し
と
し
て
、
次
の
よ
う
に
述
べ
る
。
①
行
政

裁
判
所
は
実
質
審
査
を
行
う
能
力
を
も
っ
。
例
え
ば
、

フ
ラ
ン
ス
全
土
で
、
約
三

二
万
人
で
あ
る
が
、
そ
の
う
ち
不
服
申
立
の
対
象
と
な
っ
た
も
の
は
わ
ず
か
三
八
三
(
う
ち
使
用
者
申
立
が
二

O
O
)
で
あ
り
、
行
政
訴
訟

に
ま
で
及
ん
だ
も
の
は
七

O
に
止
ま
る
。
@
行
政
裁
判
所
の
実
質
審
査
は
、
ゴ
ン
セ
イ
ユ
，
デ
タ
の
最
近
の
判
決
で
あ
る
ベ
ル
ネ
ッ
ト
事
件

(
6
)
 

お
よ
び
ア
ベ
ラ
ン
事
件
に
対
す
る
判
決
の
当
然
の
帰
結
で
あ
る
。
コ
ン
セ
イ
ユ
・
デ
タ
は
、
右
二
判
決
を
通
じ
て
、
身
分
保
障
の
あ
る
労
働

一
九
七
八
年
中
に
経
済
的
解
雇
の
対
象
と
な
っ
た
者
は
、

者
の
解
雇
が
労
働
監
督
官
に
よ
っ
て
承
認
さ
れ
る
た
め
の
条
件
と
し
て
次
の
三
点
を
挙
げ
て
い
る
。
的
解
雇
の
要
求
が
そ
れ
ら
の
労
働
者
の

従
業
員
代
表
機
関
と
し
て
の
職
務
と
関
係
が
な
い
、
同
企
業
の
状
態
に
よ
り
そ
れ
ら
の
労
働
者
の
解
雇
が
正
当
化
さ
れ
る
、
川
門
真
撃
な
配
転

再
就
職
の
提
案
が
使
用
者
に
よ
っ
て
な
さ
れ
た
。
こ
れ
に
対
し
て
、
一
九
七
五
年
法
に
よ
り
求
め
ら
れ
て
い
る
条
件
は
右
の
州
円
で
あ
り
、
行
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政
裁
判
所
は
そ
の
審
査
に
習
熟
し
て
い
る
。
現
に
右
の
二
判
決
以
降
、
司
法
裁
判
所
は
、
行
政
官
庁
の
承
認
の
あ
っ
た
解
雇
の
裁
判
を
差
控

え
て
い
る
(
後
述
)
。

こ
の
よ
う
に

P
・
ド
ン
ド
ウ
委
員
は
経
済
的
解
雇
に
対
す
る
行
政
官
庁
お
よ
び
行
政
裁
判
所
の
実
質
審
査
権
を
主
張
す
る
。
問
委
員
は
、

し
か
し
な
が
ら
、
同
時
に
、
経
済
的
解
雇
の
個
々
の
ケ
1
ス
に
つ
い
て
の
相
当
性
の
判
断
は
、
大
幅
に
行
政
官
庁
の
裁
量
に
委
ね
ら
れ
る
べ

き
も
の
で
あ
っ
て
、
例
え
ば
残
業
の
廃
止
、
減
少
に
よ
る
解
雇
の
回
避
の
可
能
性
の
吟
味
も
、
企
業
の
経
済
状
態
に
基
づ
き
当
該
解
雇
↑
が
正

当
化
さ
れ
る
べ
き
か
否
か
の
総
合
的
判
断
の
一
要
素
と
み
な
さ
れ
る
べ
き
も
の
と
し
て
、
結
局
本
件
事
案
に
お
い
て
は
、
解
雇
承
認
の
処
分

行政官庁による経済的解雇の承認と司法裁判所の審査権

は
相
当
で
あ
っ
た
と
主
張
し
て
い
る
。

コ
ン
セ
イ
ユ
・
デ
タ
も
、
こ
の
事
案
に
対
す
る
行
政
官
庁
の
処
分
を
結
局
に
お
い
て
相
当
で
あ
り
、

違
法
で
な
い
、
と
し
て
い
る
が
、
こ
の
判
決
が
、
行
政
官
庁
お
よ
び
行
政
裁
判
所
の
実
質
的
審
査
権
を
認
め
た
も
の
で
あ
る
か
、
こ
れ
を
否

定
し
た
も
の
で
あ
る
か
、
判
決
理
由
か
ら
は
必
ず
し
も
明
ら
か
で
は
な
い
。
結
局
、
具
体
的
事
案
の
結
論
と
結
び
つ
け
て
、
判
決
理
由
中
の

「
解
雇
承
認
請
求
を
支
え
る
た
め
に
事
業
主
が
主
張
し
た
理
由
が
、
被
用
者
の
解
雇
の
基
礎
と
し
て
役
立
ち
う
る
(
匂
0
5
8
H
R
3町
骨

g
m
m
E
r
s
n岡市
B
g
C
景
気
ま
た
は
企
業
構
成
に
か
か
わ
る
経
済
的
理
由
を
な
す
も
の
か
杏
か
を
検
真
す
る
」
権
能
を
行
政
官
庁
が
も

っ
て
い
る
、
と
い
う
〈
だ
り
を
ど
う
読
む
か
、
と
い
う
こ
と
に
か
か
っ
て
い
る
。
こ
れ
を
一
九
七
五
年
法
の
条
文
の
言
い
換
え
に
過
ぎ
な
い

と
解
す
れ
ば
、
こ
の
判
決
か
ら
は
何
と
も
い
え
な
い
と
い
う
こ
と
に
な
り
、
ま
た
こ
れ
に
対
し
右
の
く
だ
り
は
、
行
政
官
庁
は
企
業
の
経
清

状
態
の
技
術
的
評
価
に
止
る
べ
き
で
あ
っ
て
理
由
の
審
査
を
全
部
的
に
行
う
べ
き
で
は
な
い
旨
を
判
示
す
る
た
め
の
意
図
的
な
表
現
で
あ
る

と
理
解
す
れ
ば
、
つ
ン
セ
イ
ユ
・
デ
タ
は
行
政
官
庁
お
よ
び
行
政
裁
判
所
の
審
査
権
を
限
定
的
な
も
の
と
芳
え
て
い
る
と
解
釈
さ
れ
る
こ
と

〔

7
〉

に
な
ろ
う
。

G
・
ク
チ
ュ
リ
エ
教
授
お
よ
び

Y
・
ゴ
ド
メ
教
授
は
、
留
保
を
示
し
な
が
ら
も
、
後
者
の
よ
う
に
解
し
て
い
る
。
近
い
将
来
、

こ
れ
に
続
く
判
決
に
よ
っ
て
、

コ
ン
セ
イ
ユ
・
デ
タ
の
明
確
な
判
断
が
示
さ
れ
る
と
と
に
な
ろ
う
。
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説

一一そ
こ
で
、
経
済
的
解
雇
に
対
す
る
司
法
裁
判
所
の
審
査
権
の
問
題
に
入
る
と
、
前
述
の

J
・
J
・
デ
ュ
ベ
イ
ル
ウ
教
授
の
新
聞
論
説
に
お

(
8〉

い
て
、
そ
の
主
た
る
問
題
点
が
提
示
さ
れ
て
い
る
の
を
見
出
す
こ
と
が
で
き
る
。
教
授
は
、
少
く
と
も
個
別
的
な
経
済
的
解
雇
に
つ
い
て
は

司
法
裁
判
所
の
審
査
権

論

司
法
裁
判
所
が
完
全
な
審
査
権
を
も
つ
べ
き
で
あ
る
と
の
立
場
か
ら
、
次
の
よ
う
に
述
べ
る
。

一
九
七
五
年
法
に
よ
っ
て
創
設
さ
れ
た
行
政
官
庁
に
よ
る
経
済
的
解
雇
に
対
す
る
事
前
の
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
は
、
決
し
て
そ
の
後
の
当
該
解

雇
に
か
か
わ
る
使
用
者
の
法
律
行
為
に
つ
い
て
の
無
暇
庇
を
保
障
す
る
も
の
で
は
な
い
。
司
法
裁
判
所
の
審
査
権
を
否
定
す
る
見
解
の
根
拠

と
し
て
、
権
力
分
立
の
原
則
が
挙
げ
ら
れ
る
が
、
司
法
裁
判
所
の
審
査
は
行
政
官
庁
の
決
定
に
対
す
る
も
の
で
は
な
く
、
行
政
官
庁
に
よ
り

事
前
の
承
認
を
受
け
た
解
雇
に
対
す
る
事
後
的
な
も
の
で
あ
る
。
実
務
上
の
問
題
と
し
て
も
、
個
別
的
な
経
済
的
解
雇
の
審
査
の
た
め
に
あ

て
ら
れ
た
わ
ず
か
七
日
の
期
間
な
ど
あ
っ
と
い
う
聞
に
過
ぎ
さ
り
、
黙
示
の
承
認
と
み
な
さ
れ
る
こ
と
に
な
る
の
で
あ
る
。
そ
の
上
、
行
政

訴
訟
に
お
い
て
は
、
い
ず
れ
に
せ
よ
行
政
権
内
部
の
審
査
で
あ
る
か
ら
、
行
政
官
庁
の
決
定
が
取
消
さ
れ
る
と
と
は
ご
く
稀
で
あ
り
、
労
働

者
保
護
に
十
分
で
な
い
。
ま
た
万
一
取
消
さ
れ
た
場
合
に
も
、
解
雇
が
無
効
と
な
っ
て
労
働
契
約
が
復
活
す
る
効
果
を
も
つ
も
の
で
は
な

く
、
ま
た
必
ず
し
も
当
該
解
雇
が
解
雇
権
の
濫
用
と
な
る
こ
と
が
約
束
さ
れ
る
も
の
で
も
な
い
。
そ
の
解
雇
は
、
処
分
庁
の
決
定
が
取
消
さ

れ
た
こ
と
に
よ
り
、
中
ぶ
ら
り
ん
の
状
態
に
な
る
だ
け
で
あ
る
。

経
済
的
解
雇
に
つ
い
て
司
法
裁
判
所
の
審
査
権
を
認
め
る
べ
し
と
い
う
J
・
ー
・
デ
ュ
ペ
イ
ル
ウ
教
授
の
論
旨
は
以
上
の
通
り
で
あ
る

が
、
こ
の
論
説
を
皮
切
り
と
し
て
、
行
政
官
庁
の
承
認
を
受
け
た
経
済
的
解
雇
に
対
す
る
司
法
裁
判
所
の
審
査
権
の
問
題
は
、
多
く
の
論
文

に
お
い
て
取
扱
わ
れ
、
そ
の
数
は
数
十
篇
に
至
る
も
の
と
思
わ
れ
る
。
し
か
し
て
、
右
の

J
・
J
・
デ
ュ
ペ
イ
ル
ウ
教
授
を
は
じ
め
と
す
る

有
力
学
説
の
ほ
と
ん
ど
が
司
法
裁
判
所
の
審
査
権
を
認
め
る
べ
し
と
の
方
向
を
示
し
た
の
で
あ
っ
た
。

ー
・
ペ
リ
シ
エ
教
授
は
、
行
政
官
庁
の
承
認
を
受
け
た
個
別
的
な
経
済
的
解
雇
に
対
す
る
司
法
裁
判
所
の
審
査
権
を
肯
定
し
て
次
の
よ
う
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ハ
9
V

に
述
べ
る
。

行政官庁による経済的解雇の承認と司法裁判所の審査権

司
法
裁
判
所
は
、
経
済
的
解
雇
の
「
真
実
か
つ
重
大
な
事
由
」
に
つ
い
て
完
全
な
審
査
権
を
も
っ
。
行
政
官
庁
に
よ
る
審
査
は
解
雇
が
行

わ
れ
る
前
の
事
前
審
査
で
あ
る
の
に
対
し
て
、
司
法
裁
判
所
の
そ
れ
は
事
後
的
で
あ
る
。
論
者
の
な
か
に
は
、
一
九
七
五
年
法
に
お
い
て
行

政
官
庁
は
解
雇
の
「
経
済
的
理
由
の
真
実
性
」
を
検
真
す
べ
き
こ
と
に
な
っ
て
い
る
の
に
、
司
法
裁
判
所
が
解
雇
事
由
の
「
真
実
性
」
を
も

実
質
審
査
の
対
象
と
す
る
こ
と
は
少
く
と
も
間
接
的
に
行
政
官
庁
の
決
定
の
当
否
を
審
査
す
る
こ
と
に
な
っ
て
権
力
分
立
の
原
則
に
反
す
る

と
い
う
主
張
が
あ
る
け
れ
ど
も
、
行
政
権
に
よ
る
審
査
と
司
法
権
に
よ
る
そ
れ
と
で
は
、
審
査
の
時
期
、
対
象
お
よ
び
資
料
に
お
い
て
異
な

る
。
行
政
権
に
よ
る
審
査
の
時
期
は
事
前
的
で
あ
る
の
に
対
し
、
司
法
権
に
よ
る
そ
れ
は
事
後
的
で
あ
り
、
司
法
裁
判
所
の
審
査
対
象
は
、

行
政
処
分
そ
れ
自
体
で
は
な
く
行
政
処
分
後
に
行
わ
れ
た
解
雇
の
意
思
表
示
に
か
か
わ
る
も
の
で
あ
っ
て
、
解
雇
さ
れ
た
労
働
者
は
司
法
裁

判
所
に
お
い
て
、
行
政
官
庁
に
よ
る
承
認
が
あ
っ
た
後
に
生
じ
た
す
べ
て
の
事
情
、
例
え
ば
そ
の
後
企
業
の
業
績
が
好
転
し
た
と
か
、
残
業

が
急
激
に
増
え
た
と
か
の
事
情
、
を
援
用
し
、
ま
た
こ
れ
に
関
す
る
あ
ら
ゆ
る
証
拠
を
提
出
す
る
こ
と
が
で
き
る
の
で
あ
る
。

(
柏
山
)

F
・
モ
デ
ル
ヌ
教
授
も
右
の
J
・
ペ
リ
シ
エ
教
授
の
主
張
を
引
継
い
で
、
次
の
よ
う
に
つ
け
加
え
る
。

一
九
七
三
年
法
が
司
法
裁
判
所
に
解
雇
の
「
真
実
か
つ
重
大
な
事
由
」
を
評
価
す
べ
き
こ
と
を
命
じ
、

雇
の
「
経
済
的
理
由
の
真
実
性
」
を
検
真
す
べ
き
こ
と
を
規
定
し
て
い
る
こ
と
か
ら
、
論
者
の
な
か
に
は
、
使
用
者
が
経
済
的
事
由
に
よ
る

解
雇
を
行
う
こ
と
に
つ
い
て
行
政
官
庁
の
承
認
を
受
け
た
と
き
は
、
司
法
裁
判
所
は
解
雇
事
由
の
重
大
性
の
み
を
審
査
す
べ
き
で
あ
っ
て
、

も
は
や
解
雇
事
由
の
真
実
性
を
審
査
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
と
の
主
張
が
あ
る
叩
「
真
実
の
事
由
」
と
「
重
大
な
事
由
」
の
文
言
は
い
ず

れ
も
陵
昧
な
も
の
で
あ
っ
て
、
こ
の
両
者
を
峻
別
す
る
亀
裂
を
設
け
よ
う
と
す
る
こ
と
は
、
そ
も
そ
も
そ
の
基
準
が
著
し
く
不
明
確
な
区
別

一
九
七
五
年
法
が
行
政
官
庁
に
解

に
不
当
に
大
き
な
重
要
性
を
与
え
る
こ
と
に
な
っ
て
妥
当
で
は
な
い
。

こ
の
よ
う
に
学
説
の
大
勢
は
、
個
別
的
な
経
済
的
解
雇
に
対
す
る
司
法
裁
判
所
の
審
査
権
を
認
め
る
べ
し
と
す
る
も
の
で
あ
っ
た
が
、
そ
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説

の
実
質
判
断
と
し
て
は
、
個
別
的
な
経
済
的
解
雇
に
つ
い
て
わ
ず
か
最
長
二
週
間
と
い
う
行
政
官
庁
に
与
え
ら
れ
た
審
査
期
間
で
は
充
分
な

実
質
審
査
を
期
待
す
る
こ
と
が
で
き
ず
、

い
た
ず
ら
に
右
の
期
間
を
経
過
す
る
こ
と
に
よ
り
承
認
の
決
定
が
あ
っ
た
も
の
と
み
な
さ
れ
て
し

論

ま
う
こ
と
に
な
る
と
い
う
実
態
面
の
危
慎
と
と
も
に
、
も
し
こ
の
種
の
事
件
に
つ
い
て
司
法
裁
判
所
の
実
質
的
な
審
査
権
が
排
除
さ
れ
る
こ

と
に
な
れ
ば
、
そ
れ
で
な
く
て
も
弱
い
と
い
わ
れ
る
司
、
法
権
の
危
機
で
あ
り
、
司
法
の
否
認
(
最
包
含
吉
田
去
る
に
至
る
も
の
と
の
憂
慮

が
あ
っ
た
も
の
と
思
わ
れ
る
。
こ
の
よ
う
な
危
機
感
は
、
一
九
七
九
年
に
成
立
し
た
労
働
審
判
所
手
続
の
改
正
法
の
審
議
に
お
い
て
、
国
会

に
登
場
す
る
こ
と
に
な
る
(
後
述
)
。

右
の
よ
う
に
学
説
の
大
勢
は
司
法
裁
判
所
の
権
限
を
留
保
す
べ
し
と
す
る
も
の
で
あ
っ
た
が
、
反
対
説
が
な
か
っ
た
わ
け
で
は
な
く
、

(ロ)

p
・
オ
リ
エ
教
授
は
次
の
よ
う
に
述
べ
る
。

一
九
七
五
年
法
の
施
行
令
で
あ
る
労
働
法
典
R
一
ニ
一
二
条
の
一
一
は
、
行
政
官
庁
の
決
定
は
「
使
用
者
と
被
用
者
の
聞
の
関
係
を
規
律
す

る
一
般
法
の
規
定
を
侵
害
す
る
も
の
で
は
な
い
」
と
定
め
て
い
る
が
、
そ
の
趣
旨
は
不
明
で
あ
る
。
経
済
的
解
雇
に
対
す
る
司
法
裁
判
所
の

実
質
的
な
審
査
権
が
ま
だ
失
わ
れ
て
い
な
い
と
す
る
論
者
は
、
行
政
行
為
の
適
法
性
を
裁
判
す
る
行
政
裁
判
所
の
権
限
は
解
雇
の
効
カ
を
審

査
す
る
司
法
裁
判
所
の
権
限
の
何
ら
障
害
と
な
る
も
の
で
は
な
い
、
と
主
張
す
る
が
、
権
カ
分
立
の
原
則
と
は
、
単
に
、
行
政
行
為
の
適
法

性
を
裁
判
す
る
行
政
裁
判
所
の
裁
判
官
に
司
法
裁
判
所
の
裁
判
官
が
取
っ
て
代
っ
て
は
な
ら
な
い
、
と
い
う
こ
と
を
意
味
す
る
も
の
で
は
な

く
、
こ
の
原
則
は
、
行
政
権
を
無
視
否
認
す
る
こ
と
を
司
法
権
に
対
し
て
禁
止
し
て
い
る
の
で
あ
る
。

一
九
七
五
年
法
が
制
定
さ
れ
た
以

上
、
そ
の
結
果
に
つ
き
疑
問
は
残
る
が
、
個
別
的
な
経
済
的
解
雇
に
つ
い
て
は
、
司
法
裁
判
所
は
そ
の
真
実
か
つ
重
大
な
事
由
を
評
価
す
る

権
限
を
も
た
な
い
も
の
と
芳
え
ざ
る
を
え
な
い
。

宕
の
よ
う
な

P
・
オ
リ
エ
教
授
に
代
表
さ
れ
る
少
数
説
は
あ
る
に
せ
よ
、
学
説
の
多
数
は
、
少
く
と
も
個
別
的
な
経
済
的
解
雇
に
つ
き
司

法
裁
判
所
の
実
質
的
審
査
権
を
肯
定
せ
ん
と
す
る
も
の
で
あ
っ
た
。
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こ
れ
に
対
し
、
破
段
院
社
会
部
は
、
そ
の
度
重
な
る
判
決
で
、
行
政
官
庁
の
承
認
に
基
づ
く
解
雇
に
対
す
る
司
法
裁
判
所
の
審
査
権
を
否

認
し
た
の
で
あ
っ
た
。

あ
る
社
会
福
祉
施
設
で
財
政
困
難
の
た
め
園
芸
庭
園
を
閉
鎖
し
園
芸
技
師
一
人
を
解
雇
し
た
事
案
に
つ
い
て
、
破
駿
院
社
会
部
は
、

件
解
雇
は
行
政
官
庁
の
個
別
的
決
定
に
従
つ
て
な
さ
れ
る
も
の
で
あ
り
、
司
法
裁
判
所
は
単
に
そ
の
決
定
を
適
用
し
う
る
の
み
で
あ
っ
て
、

(
日
〉

そ
の
適
法
性
を
評
価
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
」
と
し
て
、
そ
の
司
法
的
救
済
を
拒
絶
し
た
の
で
あ
っ
た
。
こ
の
事
件
は
、

一
九
七
五
年
法
施

行
前
に
発
生
し
た
も
の
で
あ
り
、
か
つ
そ
の
当
事
者
は
一
般
労
働
者
で
は
な
く
従
業
員
代
表
委
員
と
い
う
身
分
保
障
の
あ
る
労
働
者
で
あ
る

査
H

と
い
う
点
で
、
一
九
七
五
年
法
を
直
接
適
用
し
た
も
の
で
は
な
い
。
し
か
し
、
サ
ヴ
ァ
テ
ィ
エ
教
授
は
、
前
記
引
用
の
一
九
七
四
年
の
ペ
リ

崎
エ
事
件
判
決
に
お
い
て
破
段
院
が
従
来
の
判
例
を
変
更
し
、
行
政
官
庁
に
よ
る
承
認
の
あ
っ
た
身
分
保
障
の
あ
る
労
働
者
の
解
雇
に
つ
い
て

慨
司
法
裁
判
所
の
不
介
入
の
原
則
を
示
し
た
こ
と
に
加
え
て
、
本
件
判
旨
が
、
行
政
官
庁
に
よ
っ
て
承
認
さ
れ
た
経
済
的
解
雇
の
ケ
i
ス
に
あ

減
て
は
ま
る
一
般
的
な
表
現
、
文
言
を
用
い
て
い
る
こ
と
か
ら
、
本
件
判
旨
は
行
政
官
庁
の
承
認
の
あ
っ
た
経
済
的
解
雇
に
対
す
る
司
法
裁
判

(
U
)
 

同
所
の
審
査
権
を
一
般
的
に
否
定
し
た
も
の
で
あ
る
と
解
さ
ざ
る
を
得
な
い
、
と
評
釈
し
た
の
で
あ
っ
た
。
し
か
し
て
、
そ
の
後
の
判
決
は
右

認承
の
評
釈
が
的
を
射
た
も
の
で
あ
っ
た
こ
と
を
証
明
し
た
。
す
な
わ
ち
、
事
実
審
裁
判
官
が
「
会
社
の
財
政
状
況
か
ら
一
人
の
被
用
者
が
も
は

の雇解的済経るト」血庁官政行

や
そ
の
職
に
止
る
こ
と
が
許
さ
れ
な
い
こ
と
を
認
め
、
ま
た
労
働
監
督
官
が
、
当
事
者
の
解
雇
を
承
認
し
て
、
使
用
者
が
援
用
し
た
解
雇
の

重
大
な
性
格
を
認
め
た
と
き
は
、
そ
の
解
雇
は
真
実
か
つ
重
大
な
経
済
的
事
由
に
基
く
も
の
」
と
な
る
と
か
、
行
政
権
に
完
全
な
審
査
権
が

与
え
ら
れ
た
こ
と
に
よ
っ
て
、
当
該
解
雇
が
経
済
的
事
由
に
よ
る
も
の
か
だ
け
で
は
な
く
そ
の
解
雇
が
最
終
的
に
妥
当
な
も
の
で
あ
る
か
を

検
真
す
る
訴
訟
は
行
政
裁
判
所
の
管
轄
の
み
に
属
す
る
も
の
で
あ
っ
て
、

「
事
後
的
な
司
法
裁
判
所
の
審
査
は
、
権
力
分
立
の
原
則
を
侵
害

す
る
こ
と
な
し
に
は
、
こ
れ
を
行
う
こ
と
が
で
き
な
い
」
、
と
か
の
判
決
が
相
次
い
だ
の
で
あ
九
時
。

こ
の
よ
う
な
破
段
院
社
会
部
の
判
例
に
対
す
る
法
学
界
の
不
満
は
、
労
働
審
判
所
法
改
正
案
審
理
中
の
一
九
七
八
年
の
国
会
の
場
に
現
れ

ー「

本
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説

た
。
労
働
審
判
所
法
改
正
の
政
府
原
案
に
は
経
済
的
解
雇
に
関
す
る
明
文
の
規
定
は
ま
っ
た
く
存
在
し
な
か
っ
た
の
で
あ
る
が
、
国
民
議
会

お
よ
び
参
議
院
に
お
い
て
経
済
的
解
雇
に
司
法
裁
判
所
の
権
限
を
認
め
る
規
定
を
挿
入
す
べ
し
と
の
議
員
提
案
に
政
府
も
賛
成
の
態
度
を
表

(
日
)

明
し
、
条
文
に
取
入
れ
ら
れ
た
の
で
あ
っ
た
。

論

改
正
案
の
内
容
と
し
て
は
次
の
三
案
が
提
出
さ
れ
た
。

①
個
別
的
な
経
済
的
解
雇
に
つ
い
て
は
、
権
限
蹴
越
の
訴
訟
を
も
含
め
て
、
行
政
裁
判
所
に
一
切
の
裁
判
権
を
認
め
な
い
(
国
民
議
会
〉
。

こ
の
場

②
経
済
的
理
由
の
真
実
性
お
よ
び
重
大
性
を
実
体
的
に
評
価
す
る
完
全
な
権
限
を
労
働
審
判
所
(
司
法
裁
判
所
)
に
与
え
る
。

合
、
行
政
裁
判
所
に
対
し
て
は
権
限
臨
越
の
訴
訟
は
認
め
る
が
、
行
政
官
庁
の
決
定
に
対
す
る
行
政
裁
判
所
の
審
査
を
先
決
問
題

2
5
E
S

胃
&
c
e
n
E
F
)
と
し
な
い
(
参
議
院
第
一
案
)
。

③
労
働
審
判
所
に
対
し
て
行
政
官
庁
に
よ
り
承
認
さ
れ
た
個
別
的
な
解
雇
の
訴
訟
を
審
理
す
る
権
限
を
与
え
る
。
た
だ
し
、
論
点
が
行
政

官
庁
に
よ
る
解
雇
の
事
前
承
認
の
法
適
合
性
に
か
か
わ
る
と
き
は
、
先
決
問
題
と
し
て
事
件
を
行
政
裁
判
所
に
移
送
し
な

(
司
郎

mc-回同・
F
片
品
〉

け
れ
ば
な
ら
な
い
(
参
議
院
第
二
案
〉
。

す
で
に
立
法
の
規
定
の
説
明
の
と
こ
ろ
で
述
べ
た
よ
う
に
、
結
局
③
案
が
採
択
さ
れ
、
法
文
の
規
定
と
な
っ
た
。

う
に
、
そ
れ
は
妥
協
の
産
物
で
も
あ
っ
た
。

一
見
し
て
明
ら
か
な
よ

一
九
七
九
年
法
の
成
立
に
よ
っ
て
問
題
状
況
は
変
っ
た
。
し
か
し
、
懸
案
の
課
題
が
解
決
さ
れ
た
わ
け
で
は
な
か
っ
た
。

G
・
ク
チ
ュ
リ

エ
お
よ
び
Y
・
ゴ
ド
メ
教
授
は
、
採
択
さ
れ
た
③
案
は
、
破
鼓
院
社
会
部
判
例
の
現
在
の
態
度
と
国
民
議
会
に
お
け
る
そ
れ
に
対
す
る
極
端

な
修
正
措
置
で
あ
る
①
案
と
の
、
妥
協
に
よ
る
も
の
で
あ
っ
た
こ
と
を
指
摘
し
、
結
局
改
正
L
五
一
一
条
の
一
第
三
項
に
よ
っ
て
、
解
雇
理

由
に
対
す
る
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
は
二
分
さ
れ
る
こ
と
に
な
り
、
使
用
者
が
援
用
し
た
企
業
経
済
状
況
に
対
す
る
評
価
は
行
政
権
が
、
ま
た
実
際

に
は
別
の
理
由
に
よ
る
解
雇
を
経
済
的
解
雇
を
口
実
に
し
て
行
っ
た
使
用
者
に
対
す
る
民
事
上
の
制
裁
は
司
法
権
に
、
そ
れ
ぞ
れ
分
属
す
る
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こ
と
に
な
ろ
う
と
述
べ
て
い
る
山
そ
う
し
て
両
教
授
は
、
先
に
引
用
し
た
乳
業
協
同
組
合
事
件
に
対
す
る
一
九
七
九
年
の
コ
ン
セ
イ
ユ
・
デ

タ
の
判
決
が
、
そ
の
論
旨
必
ず
し
も
明
快
で
は
な
い
が
、
コ
ン
セ
イ
ユ
・
デ
タ
が
行
政
官
庁
、
行
政
裁
判
所
の
権
限
を
、
経
済
状
態
の
技
術

的
評
価
に
限
定
し
た
も
の
と
解
し
た
い
と
の
意
見
を
表
明
し
た
も
の
で
あ
っ
た
。

行政官庁による経済的解雇の承認と司法裁判所の審査権

一
九
七
九
年
法
以
後
も
、
破
段
院
社
会
部
の
判
例
は
変
ら
な
か
っ
た
。
ヴ
ァ
リ
・
プ
リ
ン
ト
会
社
事
件
に
対
す
る
一
九
七
九
年

〈
刊
日
〕

一
一
月
一
五
日
の
破
段
院
判
決
は
、
経
済
的
解
一
震
に
対
す
る
司
法
裁
判
所
の
実
質
的
審
査
権
を
否
定
し
た
の
で
あ
っ
た
。
す
な
わ
ち
、
法
定

期
間
の
経
過
に
よ
り
黙
示
の
承
認
が
与
え
ら
れ
た
こ
と
か
ら
「
行
政
官
庁
が
援
用
さ
れ
た
理
由
の
真
実
性
を
認
め
た
」
こ
と
に
な
っ
た
場
合

に
、
司
法
裁
判
所
が
「
使
用
者
に
よ
っ
て
援
用
さ
れ
た
解
雇
の
経
済
的
理
由
は
偽
り
で
あ
り
、
し
た
が
っ
て
契
約
破
棄
は
真
実
か
つ
重
大
な

事
由
を
欠
く
」
も
の
で
あ
る
と
の
判
決
を
下
し
た
こ
と
は
権
力
分
立
の
原
則
を
侵
害
す
る
も
の
で
あ
る
、
と
。

Y
・
ゴ
ド
メ
教
授
は
こ
の
判

ハ
四
)

決
を
評
釈
し
て
次
の
よ
う
に
述
べ
て
い
る
。

し
か
し
、

「
破
段
院
は
:
:
:
行
政
官
庁
に
よ
る
解
雇
承
認
後
の
司
法
審
査
権
の
あ
る
程
度
の
消
滅
の
み
ち
を
選
ん
だ
よ
う
に
思
わ
れ
る
。
」

右
の
よ
う
な
解
釈
が
肯
定
さ
れ
る
と
す
れ
ば
、
個
別
的
な
経
済
的
解
雇
に
対
す
る
司
法
裁
判
所
の
役
割
は
、
せ
い
ぜ
い
行
政
裁
判
所
で
取

消
さ
れ
た
解
雇
に
つ
い
て
、
使
用
者
に
対
し
て
損
害
賠
償
の
支
払
い
を
命
じ
る
程
度
の
こ
と
に
過
ぎ
な
い
こ
と
に
な
ろ
う
。

フ
ラ
ン
ス
に
お
け
る
経
済
的
解
雇
の
規
制
に
対
す
る
立
法
お
よ
び
判
例
の
現
時
点
に
お
け
る
到
達
点
を
ど
う
み
る
べ
き
か
。

今
日
の
経
済
状
況
に
お
い
て
、
企
業
財
政
に
相
当
の
ゆ
と
り
の
あ
る
企
業
は
そ
れ
程
多
く
は
な
い
。
経
済
成
長
率
の
低
い
フ
ラ
ン
ス
に
お

さ
て
、

い
て
は
、
な
お
そ
の
こ
と
が
い
え
る
。
そ
の
よ
う
な
状
況
の
も
と
で
は
、

ほ
と
ん
ど
す
べ
て
の
解
雇
が
経
済
的
理
由
に
よ
る
解
雇
と
な
り
う

る
。
勤
務
成
績
の
悪
い
労
働
者
を
解
雇
す
る
こ
と
も
企
業
財
政
を
改
善
す
る
た
め
の
手
段
と
し
て
行
政
官
庁
に
申
立
て
ら
れ
れ
ば
、
経
済
的

解
雇
と
な
り
う
る
。
組
合
活
動
家
も
経
済
的
解
雇
の
際
に
最
先
順
位
に
選
ば
れ
や
す
い
。
こ
の
よ
う
な
性
質
を
も
っ
経
済
的
解
雇
に
対
す
る

適
正
な
審
査
を
、
ス
タ
ッ
フ
の
数
が
限
定
さ
れ
て
お
り
、
か
つ
他
に
も
多
く
の
行
政
事
務
を
か
か
え
る
行
政
機
関
に
、
わ
ず
か
の
法
的
期
間
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の
経
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国
会
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行政官庁による経済的解雇の承認と司法裁判所の審査機

ヵ=

き

あ

と

私
が
、
小
山
昇
先
生
の
退
官
記
念
論
文
と
し
て
献
呈
す
べ
く
本
稿
の
テ
l
マ
を
選
ん
だ
理
由
は
、
小
山
昇
先
生
に
は
訴
訟
法
に
関
係
す
る

テ
l
マ
の
論
文
を
差
上
げ
た
い
と
思
っ
た
こ
と
、
お
よ
び
、
か
ね
が
ね
私
は
、
日
本
法
に
お
け
る
不
当
労
働
行
為
の
救
済
に
お
い
て
行
政
権

と
司
法
権
と
が
、
そ
れ
ぞ
れ
独
自
の
制
度
的
視
点
か
ら
と
は
い
え
、
二
重
の
管
轄
を
も
ち
、
実
体
的
に
同
一
の
事
件
に
つ
い
て
し
ば
し
ば
異

な
っ
た
判
断
が
下
さ
れ
て
、
そ
れ
ぞ
れ
相
異
な
っ
た
結
論
に
お
い
て
確
定
す
る
に
至
る
こ
と
に
納
得
が
い
か
な
か
っ
た
こ
と
、

に
あ
り
ま

す
。
そ
ん
な
わ
け
で
手
続
法
の
問
題
を
取
上
げ
る
の
で
あ
れ
ば
、
し
か
も
先
生
に
関
係
の
深
い
フ
ラ
ン
ス
法
の
な
か
か
ら
選
ぶ
と
す
れ
ば
、

右
の
よ
う
な
不
当
労
働
行
為
の
審
査
制
度
の
再
検
討
に
至
る
何
ら
か
の
手
掛
り
を
つ
か
め
る
可
能
性
な
し
と
し
な
い
本
稿
の
テ
l
マ
を
勉
強

し
て
み
た
い
と
思
っ
た
わ
け
で
す
。
フ
ラ
ン
ス
の
整
理
解
雇
手
続
自
体
に
対
す
る
興
味
が
あ
っ
た
こ
と
は
も
ち
ろ
ん
で
あ
り
ま
す
が
:

本
稿
に
お
け
る
検
討
か
ら
は
、
も
と
よ
り
、
右
の
問
題
関
心
に
対
す
る
直
接
の
回
答
と
な
る
よ
う
な
結
論
を
引
出
す
こ
と
は
で
き
ま
せ
ん

で
し
た
。
し
か
し
、
行
政
処
分
・
行
政
訴
訟
と
民
事
訴
訟
の
関
係
、
お
よ
び
そ
の
交
錯
に
お
け
る
問
題
点
に
つ
い
て
多
少
得
る
と
こ
ろ
が
あ

っ
た
よ
う
に
思
わ
れ
ま
す
。
そ
れ
に
も
ま
し
て
、

フ
ラ
ン
ス
に
お
い
て
、
こ
の
種
の
問
題
に
つ
い
て
白
熱
し
た
議
論
が
、
し
か
も
い
わ
ゆ
る
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説

大
教
授
が
全
員
参
加
し
て
な
さ
れ
て
い
る
こ
と
に
、
大
き
な
興
味
と
強
い
興
奮
を
お
ぼ
え
ま
し
た
。

日
頃
の
不
勉
強
と
不
慣
れ
な
領
域
で
あ
る
こ
と
が
重
な
っ
て
、
実
質
的
に
は
結
局
研
究
ノ
l
ト
の
域
を
出
る
こ
と
が
で
き
な
か
っ
た
こ
と

論

を
残
念
か
つ
申
訳
な
く
思
い
ま
す
。

先
生
の
学
恩
に
心
か
ら
感
謝
の
意
を
表
し
、
こ
の
拙
文
を
捧
げ
さ
せ
て
い
た
だ
き
ま
す
。

(
昭
和
五
五
年
一

O
月
二

O
日
)
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Le controle judiciaire sur les licenciements 

economiques autorises par l'administration 

一一一Uneobservation sur un aspect de la procedure de 

la rらglementationdu licenciement economique 

en droit francais 

Kishio HOBARA * 

La loi du 3 janvier 1975 a岳tab1ideux procedures prealables du 

licenciement economique: la consultation des representants du per-

sonel et l'autorisation administrative. Quelle que soit l'entreprise ou 

la profession et sauf en cas de r色glementjudiciaire ou de liquida-

tion des biens， tout licenciement， individuel ou collectif， est sub-

{}rdonne a une autorisation de l'autorite administrative competeute. 

L'employeur ne peut saisir l'autorite administrative de sa demande 

d'autorisation， qu'au terme de la procedure d'information et de con-

sultation du personneI. 

Or， s'est eleve une question. Un salarie licencie avec l'accord 

de l'administr叫 ion，peut-il， en soutenant que le licenciement etait 

depourvu de motif reel et 品rieux，intenter une action en dommages-

interets? Cette action se heurtera a la decision de l'autorite adminis-

trative ayant apprecie la realite des motifs economiques involques. 

La Cour de Cassation s'est prononcee en ce sens et cette resolu・

tion jurisprudencielle semble etre maintenue meme apr白 larefore 

du Conseil de prud'hommes du 18 janvier 1979. Dans le cas ou un 

licenciement est intervenu a la suite d'une decision administrative 

individuelle， les tribunaux judiciaires ne p巴uventqu'en faire applica-
tion sans en appreci巴rla legalite du point de vue de droit prive. 

* Professeur a Ia faculte de droit de I'universite de Hokkaido 
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Ainsi，巴nfermant Ia porte a Ia juridiction judiciaire pour Ies 

salaries Iicencies fond白白urun motif economique， le Ioi de 1975 

a-t-elIe donne aux employeurs des moyens plus facile a effectuer Ie 

lecenciement economique que l'autrefois? 
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